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第第１１章章 計計画画策策定定のの基基本本的的事事項項 

１１--１１ 計計画画策策定定のの背背景景 

環境に対する意識の高まりを背景とした市民や事業者のごみ減量意識の定着や、経済動向の

低迷を受け、大東市（以下、「本市」という。）のごみ排出量は、平成18年（2006年）度をピ

ークに減少傾向が続いています。その後、経済動向の回復の影響等により、ごみ減量の速度は

鈍化し、本市の近年のごみ排出量は横ばいに近い状態となっています。

こうした状況の中、国では、平成27年（2015年）９月の国連サミットで採択された「SDGs

（持続可能な開発目標）」に掲げられた17の目標（ゴール）を達成できるよう、様々な主体に

よる循環型社会の形成に関する取組の促進に力を入れています（図1）。国が平成30年（2018

年）に策定した第５次環境基本計画や、第４次循環型社会形成推進基本計画では、SDGsの考え

方を活用しながら、環境政策による経済社会システム、ライフスタイル、技術などあらゆる観

点でのイノベーションの創出や、経済・社会的課題の「同時解決」を実現し、将来にわたって質

の高い生活をもたらす「新たな成長」につなげていくという方向性を掲げています。

出典：国際連合広報センター

図 1 SDGs の 17 のゴール

１１--２２ 計計画画策策定定のの目目的的 

一般廃棄物処理基本計画は、「廃棄物の処理及び清掃に関する法律（以下、「廃棄物処理法」

という。）第６条第１項」に基づき策定される計画であり、本市の一般廃棄物の処理に関する計

画を定めるとともに、長期的な視点に立った基本方針を示すものです。

大東市一般廃棄物処理基本計画は、第４期計画（以下、「前計画」という。）の改訂から見直し

の目安となる５年が経過したこと、また、平成28年（2016年）に改正された国の廃棄物処理

基本方針や、本市の近年の人口減少を踏まえた新たな将来人口予測等、本市のごみや資源を取

り巻く社会情勢の変化に対応し、一般廃棄物の３Ｒや適正処理を総合的、計画的に推進するた

め、第5期計画（以下、「本計画」という。）として見直しを図るものです。
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１１--３３  計計画画のの位位置置付付けけ  

本計画の位置づけを図2に示します。一般廃棄物処理基本計画は、廃棄物処理法第６条第１項

の規定に基づき策定するもので、一般廃棄物処理に係る長期的視点に立った基本方針を明確に

するものです。策定にあたっては、「大東市総合計画」及び「第２期大東市環境基本計画」、また

国や大阪府が策定する計画とも整合を図り、取りまとめています。 

 

 

図 2 本計画の位置付け 

【大阪府の計画】

【国の法律・計画】

【大東市の計画】

環環境境基基本本計計画画

（環境基本法）

循循環環型型社社会会形形成成推推進進基基本本計計画画

（循環型社会形成推進基本法）

大阪21世紀の新環境総合計画

（大阪府環境基本条例）

大阪府循環型社会推進計画

（廃棄物処理法）

容器包装リサイクル法、家電リサイクル法、食品リサイクル法、建設リサイ

クル法、自動車リサイクル法、小型家電リサイクル法、食品ロス削減推進法

大大東東市市総総合合計計画画

＜基本理念＞

ああふふれれるる笑笑顔顔 幸幸せせののままちち大大東東づづくくりり

大大東東市市一一般般廃廃棄棄物物処処理理基基本本計計画画
（（第第５５期期））

＜ ご み 処 理 基 本 計 画 ＞
＜ 食 品 ロ ス 削 減 推 進 計 画 ＞

＜生活排水処理基本計画＞

（大東市廃棄物の減量及び適正処理に関する条例）

第２期大東市環境基本計画

（大東市環境基本条例）

整整
合合

大東市一般廃棄物処理実施計画

＜ ご み 処 理 基 本 計 画 ＞

＜生活排水処理基本計画＞

＜分別収集計画＞

＜関連計画＞
・大東市地域防災計画

・東大阪市・大東市地域循環型社会形成推進

地域計画(第3期)

整整合合

整整合合

整整
合合

廃廃棄棄物物処処理理基基本本方方針針

（廃棄物処理法）
資資源源有有効効利利用用促促進進法法

整合

東大阪都市清掃施設組合

一般廃棄物処理基本計画

整合
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１１--４４ 計計画画対対象象区区域域 

本計画の対象区域は、本市全域とします。

１１--５５ 計計画画対対象象廃廃棄棄物物 

本計画において対象とする廃棄物は、生活排水を含む「一般廃棄物」です。

廃棄物の区分を図３に示します。廃棄物は、大きく一般廃棄物と産業廃棄物の２つに区分さ

れます。一般廃棄物は、産業廃棄物以外の廃棄物のことをいいます。産業廃棄物は、事業活動

に伴って生じた廃棄物のうち、法律その他政令で定められている20種類のものと、輸入された

廃棄物のことをいいます。

※特別管理一般廃棄物：爆発性、毒性、感染性その他の人の健康又は生活環境に係る被害を生ずるおそがある性状を有す
る一般廃棄物(PCB使用部品、廃水銀、ばいじん、ダイオキシン類含有物、感染性一般廃棄物）。

図 3 本計画の対象範囲

１１--６６ 計計画画対対象象期期間間 

本計画の対象期間は、令和3年（2021年）度から令和12年（2030年）度の10ヵ年の計

画とし、令和7年（2025年）度を中間目標年度とします（図4）。

中間目標年度において、計画の達成状況を評価し、計画の見直しを行います。また、本市の

一般廃棄物処理行政を取り巻く環境に大きな変化があった場合についても、その機会ごとに見

直しを行うこととします。

図 4 計画対象期間
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第第２２章章 大大東東市市のの概概要要 

２２--１１ 地地勢勢概概要要  

本市は、大阪府の東部にあって、河内平野のほぼ中央に位置し、西は大阪市、北は門真市・寝

屋川市・四條畷市、南は東大阪市、東は生駒山系を境に奈良県に接しています（図5）。

面積は18.27km2であり、東西に7.5km、南北に4.1kmの広がりがあり、府下43市町村の

中で、面積では30番目の大きさとなっています。 また、市域は、府道枚方富田林泉佐野線を

はさんで、東部は「金剛生駒紀泉国定公園」を含む山間部が三分の一を占めており、西部には

海抜3ｍ以下の平野部が広がっています。

大阪市内及び京都府南部方面へは、JR学研都市線（JR東西線）で結ばれ、道路も市のほぼ中

央を南北に外環状線（国道170号）、東西を府道大阪生駒線が走り、交通の便にもたいへん恵ま

れています。

図 5 本市の位置及び地理

２２--２２ 人人口口・・世世帯帯のの概概況況  

（１）人口と世帯数の推移

人口と世帯数の推移を図6に示します。市内の人口は昭和35年（1960年）～45年（1970

年）頃の約10年間に急激に増加し、その後も年々増加が続きましたが、平成12年（2000

年）をピークに、近年は減少傾向となっています。一方、世帯数は増加傾向が続いています。

令和元年（2019年）12月末時点の人口は120,285人、世帯数は56,878世帯となってい

ます。平成12年（2000年）と比較すると、人口は約７％減少、世帯数は約18％増加となっ

ています。

★★大大東東市市
しし尿尿処処理理セセンンタターー
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出典：平成27年（2015年）までは国勢調査（各年10月1日現在）

平成28年（2016年）以降は大東市統計書（住民基本台帳、各年12月31日現在）

図 6 人口と世帯数の推移

（２）人口構成の推移

本市の人口構成の推移は図7のとおりです。平成30年（2018年）の老年人口比率*1は全

国平均の28.1％に対して本市は26.7％であり、高齢化の進行は緩やかですが、平成27年

（2015年）から令和元年（2019年）の４年間に、本市の老年人口比率は約1.4％増えてお

り、高齢化は着実に進行しています。

 

出典：平成27年（2015年）までは国勢調査（各年10月1日現在）、平成30年（2018年）は全国平均との

対比のため住民基本台帳（9月末日現在）、令和元年（2019年）は住民基本台帳（12月31日現在）の値。

※年少人口：0歳～14歳、生産年齢人口：15歳～64歳、老年人口：65歳以上

図 7 年齢３区分別人口の推移

*1 老年人口比率とは、総人口に占める 65 歳以上の人口が占める割合です。
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２２--３３ 産産業業のの概概況況 

（１）事業所数・従業者数の推移

本市の事業所数・従業者数は、図８に示すように、いずれも平成8年（1996年）以降は減

少傾向にあります。

出典：経済センサス基礎調査、活動調査

図 8 事業所数・従業者数の推移

（２）業種別の事業所数・従業者数の構成

本市の業種別の事業所数・従業者数の構成を図9に示します。事業所数では卸売業・小売業、

製造業、不動産業・物品賃貸業が多く、従業者数では製造業、卸売業・小売業、医療・福祉が

多くなっています。大阪府の平均と比較すると製造業の比率が高く、事業所数で約1.6倍、従

業者数で約2.3倍となっています。

＜事業所数＞                ＜従業員数＞

出典：平成30年度大阪府統計年鑑（表4-3）

図 9 業種別事業所数と従業員数の構成
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